
 

 

 

付 議 第 ４ 号 

 

 

教育職員免許状に関する規則の一部を改正する規則議案 

 

 

 教育職員免許状に関する規則（昭和44年高知県教育委員会規則第５号）の一

部を別紙のとおり改正することについて、議決を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高知県教育委員会事務委任等規則（平成４年教育委員会規則第１号） 

第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。

  (３) 規則及び訓令を制定し、又は改廃すること。 
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- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  

教 育 委 員 会 規 則  

-- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  

教 育 職 員 免 許 状 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公

布 す る 。  

令 和 ４ 年  月  日  

高 知 県 教 育 長  長 岡  幹 泰  

高 知 県 教 育 委 員 会 規 則 第  号  

教 育 職 員 免 許 状 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

教 育 職 員 免 許 状 に 関 す る 規 則 （ 昭 和 44年 高 知 県 教 育 委 員 会 規 則

第 ５ 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 ５ 条 第 １ 項 中 「 第 ６ 条 第 １ 項 か ら 第 ３ 項 ま で 」 を 「 第 ６ 条 第

２ 項 及 び 第 ３ 項 」 に 改 め る 。  

別 表 第 １ の ３ の 表 中 「 附 則 第 38項 及 び 第 39項 」 を 「 附 則 第 35項

及 び 第 36項 」 に 改 め る 。  

付 則 に 次 の 見 出 し 及 び ２ 項 を 加 え る 。  

（ 提 出 書 類 の 省 略 ）  

４  第 ４ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 提 出 し な け れ ば な ら な い 書 類 の う

ち 、 教 育 公 務 員 特 例 法 及 び 教 育 職 員 免 許 法 の 一 部 を 改 正 す る 法

律 （ 令 和 ４ 年 法 律 第 40号 。 以 下 こ の 項 に お い て 「 令 和 ４ 年 改 正

法 」 と い う 。 ） 第 ２ 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 免 許 法 第 ９ 条 （ 第

３ 項 を 除 く 。 ） の 規 定 に よ る 有 効 期 間 の 満 了 又 は 令 和 ４ 年 改 正

法 附 則 第 11条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 教 育 職 員 免 許 法 及 び 教 育 公

務 員 特 例 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 19年 法 律 第 98号 ） 附 則

第 ２ 条 第 ３ 項 に 規 定 す る 修 了 確 認 期 限 の 経 過 に よ り 免 許 状 が 失

効 し た 者 （ 次 項 に お い て 「 免 許 状 未 更 新 失 効 者 」 と い う 。 ） で

あ っ て 、 免 許 法 第 ５ 条 第 １ 項 の 別 表 第 １ か ら 別 表 第 ２ の ２ ま で

の 規 定 に よ り 免 許 状 の 授 与 を 願 い 出 る も の に つ い て は 、 必 要 が

あ る と 認 め る 場 合 を 除 き 、 第 ４ 条 第 １ 項 第 ３ 号 か ら 第 ５ 号 ま で

及 び 第 ８ 号 に 掲 げ る 書 類 を 省 略 す る こ と が で き る 。  

５  第 ５ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 提 出 し な け れ ば な ら な い 書 類 の う

ち 、 免 許 状 未 更 新 失 効 者 で あ っ て 、 免 許 法 第 ６ 条 第 ２ 項 及 び 第

３ 項 の 別 表 第 ３ か ら 別 表 第 ８ ま で 又 は 免 許 法 附 則 第 ９ 項 、 第 17

項 若 し く は 第 18項 の 規 定 に よ り 教 育 職 員 検 定 に よ る 免 許 状 の 授

与 を 願 い 出 る も の に つ い て は 、 必 要 が あ る と 認 め る 場 合 を 除

き 、 第 ５ 条 第 １ 項 第 ３ 号 カ に 掲 げ る 書 類 を 省 略 す る こ と が で き

る 。  

附  則  

こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 

 

高 知 県 教 育 委 員 会 規 則  

◎ 教 育 職 員 免 許 状 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  



参考資料１ 
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教育職員免許状に関する規則の一部を改正する規則議案説明 

 

１ 改正の理由 

（１）更新制により失効となった免許状の再授与における申請書類の簡素化

（付則第４項、付則第５項） 

令和４年６月21日付け文部科学省事務次官通知「教育公務員特例法及び教

育職員免許法の一部を改正する法律等の施行について」の留意事項 第二の

１（２）更新制により失効となった免許状の再授与において、授与権者であ

る各都道府県教育委員会には、過去に申請者に対して免許状を授与した事実

を確実に確認できる場合、一部の書類の添付を省略する等、円滑な再授与手

続に努めることが求められている。 

このため、本県の教育職員免許状に関する規則において、更新制により失

効となった免許状の再授与の出願における提出書類の省略について、所要の

改正を行うものである。 

（２）教育職員免許法施行規則等の一部を改正する等の省令による改正（別表第

１の３の表） 

   令和４年６月21日に教育職員免許法施行規則等の一部を改正する等の省

令（令和４年文部科学省令第22号）が公布され、令和４年７月１日から施行

されることに伴い、表記の整理を行うものである。 

（３）その他必要な表記の整理（第５条第１項） 

 

２ 改正の内容 

（１）更新制により失効となった免許状を所有する者（免許状未更新失効者）が、

基礎資格による免許状の再授与を申請する場合、必要があると認める場合

を除き、次の申請書類を省略することができる。 

① 卒業・修了証明書 

② 実務に関する証明書 

③ 学力に関する証明書 

④ 介護等体験に関する証明書 

（付則第４項） 

（２）免許状未更新失効者が、教育職員検定による免許状の再授与を申請する場

合、必要があると認める場合を除き、申請書類のうち、実務に関する証明書

を省略することができる（付則第５項）。 
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（３）表記を整理する（第５条第１項、別表第１の３の表）。 

 

３ 施行期日 

令和４年８月１日から施行する。 



新      旧      対      照      表 

新 

教育職員免許状に関する規則（抜粋） 

 

旧 

教育職員免許状に関する規則（抜粋） 

 

第５条 免許法第６条第２項及び第３項の別表第３から別表第８まで

若しくは免許法附則第９項、第17項若しくは第18項又は免許法第５

条第５項の規定により教育職員検定による免許状の授与を願い出る

者は、次に掲げる書類を授与権者に提出しなければならない。 

第５条 免許法第６条第１項から第３項までの別表第３から別表第８

まで若しくは免許法附則第９項、第17項若しくは第18項又は免許法

第５条第５項の規定により教育職員検定による免許状の授与を願い

出る者は、次に掲げる書類を授与権者に提出しなければならない。 

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略 

２ 略 ２ 略 

別表第１（第14条関係） 別表第１（第14条関係） 

１・２ 略 １・２ 略 

３ 高等学校教諭免許状 ３ 高等学校教諭免許状 

適用区分 種別 基礎資格 略 

免 許 法 別 表第

３ 

一種 高等学校助教諭免許状  

免許法施行規則第11条第１項の表

備考第３号及び第12条該当 

 

29年改正法附則第８項該当  

免許法施行規則附則第35項及び第

36項該当 

（修業年限３年） 

 

略    
 

適用区分 種別 基礎資格 略 

免 許 法 別 表第

３ 

一種 高等学校助教諭免許状  

免許法施行規則第11条第１項の表

備考第３号及び第12条該当 

 

29年改正法附則第８項該当  

免許法施行規則附則第38項及び第

39項該当 

（修業年限３年） 

 

略    
 

注 略 注 略 

４～７ 略 ４～７ 略 

付 則 付 則 

参
考
資
料
２
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１～３ 略 １～３ 略 

（提出書類の省略）  

４ 第４条第１項の規定により提出しなければならない書類のうち、

教育公務員特例法及び教育職員免許法の一部を改正する法律（令和

４年法律第40号。以下この項において「令和４年改正法」とい

う。）第２条の規定による改正前の免許法第９条（第３項を除

く。）の規定による有効期間の満了又は令和４年改正法附則第11条

の規定による改正前の教育職員免許法及び教育公務員特例法の一部

を改正する法律（平成19年法律第98号）附則第２条第３項に規定す

る修了確認期限の経過により免許状が失効した者（次項において

「免許状未更新失効者」という。）であって、免許法第５条第１項

の別表第１から別表第２の２までの規定により免許状の授与を願い

出るものについては、必要があると認める場合を除き、第４条第１

項第３号から第５号まで及び第８号に掲げる書類を省略することが

できる。 

 

５ 第５条第１項の規定により提出しなければならない書類のうち、

免許状未更新失効者であって、免許法第６条第２項及び第３項の別

表第３から別表第８まで又は免許法附則第９項、第17項若しくは第

18項の規定により教育職員検定による免許状の授与を願い出るもの

については、必要があると認める場合を除き、第５条第１項第３号

カに掲げる書類を省略することができる。 
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参考資料３

更新制により失効となった免許状の再授与における申請書類の簡素化について

規則条項 申請 条件 対象者 省略可能な書類

付則

第４項

基礎資格による免許

状の再授与

（免許法別表第１、

別表第２又は別表第

２の２に基づき再授与

をする場合）

過去に、高知県教育

委員会が免許状を授

与した事実を確認でき

る場合

高知県教育委員会が

授与した免許状の所

有者

●学力に関する証明書

●卒業・修了証明書

（基礎資格に関する証

明書）

●介護等体験に関する

証明書

●実務に関する証明書

（勤務経験により教育実

習の単位を他の単位に振

り替える場合）

付則

第５項

教育職員検定による

免許状の再授与

（免許法別表第３、

別表第５から別表第

８まで等に基づく教育

職員検定により再授与

をする場合）

未更新（期限切れ）

を事由として失効となっ

た基礎免許状と同じ種

類の免許状が再授与

されている場合

高知県教育委員会が

教育職員検定により授

与した免許状の所有

者

●実務に関する証明書

令和４年６月21日付け文部科学省事務次官通知　留意事項第二の１（２）
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教育公務員特例法及び教育職員免許法の一部を改正する法律等の施行について

【令和４年６月21日 文部科学省事務次官通知】の一部抜粋 

 

２．留意事項 

第二 教育職員免許法の改正関係 

１ 教員免許更新制の発展的解消に関する留意事項 

（２）更新制により失効となった免許状の再授与について 

① 再授与の基本的な考え方について 

ⅰ 免許法別表第１、別表第２又は別表第２の２に基づき授与された免許状

が未更新（期限切れ）により失効している場合にあっては、過去の免許法

等に基づき所要資格を満たした者は、現行の免許法等に基づく所要資格を

満たしたものとみなす経過措置が置かれていることから、授与権者におい

て過去に免許状を授与した事実に基づき再授与することは可能であるこ

と。 

ⅱ 免許法別表第３から別表第８まで等に基づく教育職員検定により授与

された免許状が未更新（期限切れ）により失効している者に対し、免許状

の再授与を行う場合にあっては、授与時点の免許法等に定める所要資格の

確認が必要となることから、授与権者において教育職員検定を再度実施す

る必要があること。 

ⅲ 免許状の未更新（期限切れ）を事由として免許状が失効した者であって、

再度同じ種類の免許状が授与されたものについて、免許法別表第３、別表

第５から別表第８まで等により当該免許状を基礎免許状として教育職員

検定を行う場合にあっては、教育職員検定に用いる在職年数及び必要単位

数には、最初に授与された免許状の授与後の在職年数及び取得単位も含め

ることができることとすること。なお、免許状の未更新（期限切れ）以外

を事由として免許状が失効した場合（懲戒免職による失効等）にあっては、

当該在職年数及び取得単位を含めることはできないこと。 

ⅳ 教員資格認定試験により授与された免許状が未更新（期限切れ）により

失効した者より再授与の申請があった場合、授与権者においては過去教員

資格認定試験に合格した事実（合格証書）の確認をもって免許状の再授与

を行うこと。（免許法第16 条関係） 

ⅴ 教育職員免許法等の一部を改正する法律（平成12 年法律第29 号）附則

第２項及び附則第３項においては、平成12 年７月１日時点で特定の教科

の高等学校教諭免許状を有する者であって、情報又は福祉の教科に関する
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講習を修了したものに情報又は福祉の高等学校教諭免許状を授与できる

こととされているところ、当該者の免許状が失効した場合にあっては同法

附則第２項及び附則第３項の適用対象外となることから、当該規定に基づ

く情報又は福祉の高等学校教諭免許状の再授与はできないこと。 

ⅵ 特別免許状が未更新（期限切れ）により失効している者に対し、特別免

許状 の再授与を行う場合にあっては、任命権者又は雇用者の再度の推薦

に基づき、授与権者において教育職員検定を再び実施する必要があること。 

 

② 申請書類の簡素化について 

ⅰ 免許状の未更新（期限切れ）を事由として失効となった普通免許状につ

いて再授与の申請があった際、授与権者は、当該免許状の原本又は写し、

授与証明書、公的身分証明書等と、授与権者が保有する原簿や教員免許管

理システムの情報とを突合すること等により、過去に申請者に対して免許

状を授与した事実を確実に確認できる場合には、一部の書類の添付を省略

する等、円滑な再授与手続に努めていただきたいこと。 

ⅱ 具体的には、免許法別表第１、別表第２又は別表第２の２に基づき再授

与をする場合、過去に免許状を授与された事実を確認できる場合には、学

力に関する証明書、卒業・修了証明書、介護等体験に関する証明書、実務

に関する証明書（勤務経験により教育実習の単位を他の単位に振り替える

場合）は省略可能と考えられること。 

ⅲ 免許状の未更新（期限切れ）を事由として失効となった普通免許状につ

いて、免許法別表第３から別表第８まで等に基づく教育職員検定により再

授与をする場合、原則、授与時点の免許法等に定める必要単位の証明が必

要となることから、学力に関する証明書は省略できないものと考えられる

こと。加えて、人物に関する証明書及び身体に関する証明書についても、

当時の授与時点から状況変化が生じている可能性があることから、省略で

きないものと考えられること。一方、実務に関する証明書については、基

礎免許状が未更新（期限切れ）を事由として失効した場合であっても、当

該免許状が再授与されている場合は、教育職員検定における最低在職年数

に最初に授与された免許状の授与後の在職年数も含めることができるこ

とから（①ⅲ参照）、省略可能と考えられること。 
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